
フ  リ ガ ナ　

会　 　 社　 　名

担当者部署・職位

フ  リ ガ ナ

連 絡 担 当 者 名
E-mail ア ド レ ス

代表電話 ・ ＦＡＸ 電話 FAX

具体的内容

希望日時

※○印をご記入下さい

希望連絡手段

＜お問い合わせ＞
弁護士法人畑中鐵丸法律事務所　ＴＥＬ：０３－３２１７－１０３１，  　ＦＡＸ：０３－３２１７－１０３２

　　給与、勤怠、退職などの労働に関する法務

　　事業譲渡、合併、会社分割、買収などの会社再編に関する法務

無料法律相談申込みにあたっての注意事項

①  記載内容によっては法律相談をお断りさせて頂く場合がございます。予めご了承下さい。
②　記載内容、法律相談の内容が第三者に開示されることは一切ございませんのでご安心ください。
③　引き続き法律相談をご希望される場合、当事務所（東京）にお越し頂くこととなります。
　　 また、費用等が発生しますので、別途、お問い合わせください。
④　法律相談は必ず解決に至ることをお約束するものではございません。この点、ご留意ください。

　　労働組合との団体交渉などに関する法務

　　独占禁止法、各種業法による検査・調査対応などの行政対応に関する法務

　　ネットワークビジネス、訪問販売などの特定商取引に関する法務

　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

何時、誰が、どこで、何を、いくらで、どのような形で対応したのかがわかるように明瞭に記入してください。

        ・  9月  7日（水）         13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30
        ・  9月14日（水）         13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30
        ・  9月21日（水）         13:00      13:30       14:00       14:30
        ・  9月28日（水）         13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30
      　・10月  5日（水）         13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30
      　・10月12日（水）         13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30
　      ・10月19日（水）　       13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30
      　・10月26日（水）　       13:00      13:30       14:00       14:30      15:00      15:30

2.依頼分野

※該当欄にチェックを
お願いします

　　特許、著作、企業秘密などの知的財産権に関する法務

ご　相　談　内　容　に　つ　い　て

1.　依頼事項

※該当欄にチェックを
お願いします

　　各種の法務知識（法的手続、行政手続など）に関する質問

　　新規事業への法的コンサルティング

　　これから締結する契約書などに関する質問

　　各種の契約書式、議事録、就業規則などのひな型のご要望

　　紛争（裁判外）への対応（代理人交渉）

　　民事手続（訴えられた、調停を起こされた）への対応

　　工場や製品のPL責任などの製造に関する法務

           　　         ＠

　　不祥事の対応、広報・IR戦略に関する法務

　　営業活動や広告などに関する法務

　　銀行借入などの金融に関する法務

　　売掛金の回収などの債権管理に関する法務

　　破産、会社更正などの倒産に関する法務

・電話利用　　　　・Skype利用　　　・アジア経営者連合会東北支部内TV会議システム利用

業　　　種
※該当欄に○印をご

記入下さい

A：農業・林業　B：漁業　C：鉱業・採石業・砂利採取業　D：建設業　E：製造業　F：電気・ガス・熱供給・水道業
G：情報通信業　H：運輸業・郵便業　I：卸売業・小売業　J：金融業・保険業　K：不動産業・物品賃貸業
L：学術研究、専門・技術サービス業　M：宿泊業・飲食業　N：生活関連サービス業・娯楽業
O：教育学習支援業　P：医療・福祉　Q：複合サービス事業　R：サービス業　S：公務　T：分類不能の産業

東日本大震災被災企業向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無料法律相談申込書

平成　　　年　　　月　　　日

被災企業向無料法律相談を申し込みます。

　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ＦＡＸ 


